
KLM：Fly Responsibly, CO2ZERO
この広告はグリーンウォッシュ！

KLM広告アムステルダム地裁判決からJERAなどの広告を検証する

 2024年5月10日
浅岡美恵

気候ネットワーク代表
弁護士（浅岡法律事務所）1



● 航空会社が「より持続可能な

未来を創造」していると主張

し、顧客にフライトによる気

候への影響を「相殺」できる

と伝える宣伝は消費者をミス

リードするもので違法。

● 国際航空部門全体に影響を及

ぼす重要判例。

● 航空会社の気候変動PR戦略が

水泡に？

2019年7月 KLM 100周年を機に ”Fly Responsibly” “CO2ZERO”キャンペーンを開始
2020年～2022年4月 RCC（オランダ広告規制委員会）の勧告
2022年7月 アムステルダム地裁に提訴 ClientEarthが支援
2024年3月 判決(KLMは判決前に広告を中止していたので、罰金は課されなかった）

2024年3月20日アムステルダム地裁 初めてのGW判決
KLM広告に画期的判決 (オランダ民法、改正前指令の元で）
原告：Fossuelvriji（化石フリー）NL＆Reclame Fossielvrij（広告化石フリー）
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Fly Responsibly CO2ZERO service

https://www.youtube.com/watch?v=d60E0YisptY
https://www.youtube.com/watch?v=6tp NvMIHzg （日本語字幕付）

4



KLMの広告の意図？
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• KLMオランダ航空のブランドイメージモニ
ター調査の結果は、数年連続で、航空券購入
における持続可能性への配慮の重要性が高
まっていることを示しています。最新の統計
によると、ほとんどの主要市場で、回答者の
70% 以上が「あなたにとって持続可能な旅行
はどの程度重要ですか?」という質問に「重
要」または「非常に重要」と答えました。

• これは単なる広告キャンペーンをはるかに超
えて、航空業界の意思決定者と消費者の両方
をKLMオランダ航空に参加させて、航空をよ
り持続可能なものにする取り組みです。それ
は、私たち全員が地球に対して負うべき責任
という、新たな考え方を象徴しています。https://www.facebook.com/watch/?v=2431537893771936

https://www.adcn.nl/archives/fly-responsibly





KLM 気候行動計画（判決）

• 目標 排出量

旅客キロ当たり、2030年までに2019年比で30％削減

絶対ベースでは、2030年までに12％削減

• このCO2削減を達成するために、3つの重点

(i) 機材の近代化と更新

(ii) より持続可能な航空燃料の使用

(iii)運航効率の改善

• 長期的（2030-2050年）には、航空部門における将来

の技術開発にも期待。

KLMオランダ航空は、SBTi（Science Based Targets

initiative：科学的根拠に基づく目標設定イニシアティ

ブ）の検証委員会（Validation Teant）により、目標

を検証された。

JERAの場合“ゼロエミッション火力”
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・2030年 長期エネルギー需給見通しに
よる国全体の火力発電からのCO2排出量
原単位で20％減を実現

・水素、アンモニア混焼、CCSで



判決 広告の規制（不公正商行為法第6条193a～193j 民法不法行為法162条）

415 不正な行為および誤解を招く不作為を扱う不正商行為指令の第6条および第7条に基づき、グリーン主張は真実

でなければならず、虚偽の情報を伴ってはならない。消費者に誤解を与えないよう、明確、具体的、正確かつ

明白な方法で表示されなければならない。不公正商行為指令の第12条に基づき、取引業者は自らの主張を証拠 

によって立証し、その証拠を消費者と執行当局に提示しなければならない。

416 従って、視覚的資料と一般的な製品プレゼンテーション（すなわち、デザイン、色の選択、グラフィック、絵、

写真、音、記号、ラベル）もまた、その程度を真実かつ正確に表現するものでなければならない、

環境上の便益の程度を真実かつ正確に表現するものでなければならず、達成された便益をバラ色に描きすぎては

ならない。

環境に関する主張が、適切な立証なしに、環境上の利益に関する漠然とした一般的な記述に基づいている場合、 

誤解を招く可能性。例として、「環境にやさしい」、「エコフレンドリー」、「エコグリーン」、「自然の友」、

「エコロジカル」、「サステナブル」、「グッド・オブ・ネイチャー」、「エコロジー」、「持続可能」、「環

境に良い」、「気候に優しい」、「無公害」、「生分解性」、「ゼロ・エミッション」、「低炭素」、「CO2 排

出量削減」、「カーボンニュートラル」、「クライメイト・ニュートラル」、より一般的な「意識的」、「責任

ある」という表現など、このような根拠 のない主張は、消費者に、販売者の製 品や活動がマイナスの影響 を与

えない、またはプラスの影響しか与 えないかのような印象を与える可能性がある。このような主張は、一般消費

者を欺き、そうでなければ取らなかったであろう取引上の決定を取らせる可能性がある場合、不公正な取引方法

指令第6条1項(a)および(b)に該当する可能性がある。
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• 幸いなことに、私たちが旅する方法、

そして私たちが旅する方法が変化し、

そして私たちが旅に出ることで、よ

り持続可能な旅が実現する。

• そうです、私たちは航空会社であり、

今日の航空が持続可能なものにはほ

ど遠いことを認識しています

• この広告では、どのような環境便益が達成され
るのか、また（KLMの）フライトのどのよう
な側面に関連するのかについて、具体的な説明
が不十分である。また、KLMが特定の目的を
達成するために具体的に何を考えているのか、
消費者に明確に示していない。

• KLMのウェブサイト「Fly Responsibly」に追
加情報が掲載されていても、この点は変わらな
い。特に、この表現からは、これがKLMの単
なる野心であることが十分に明らかでないから
である。

• KLMは、消費者がKLMとともにより持続可能
な未来に向かうことを強く主張している。
KLMオランダ航空を利用することが、それに
どのように貢献するのか明らかではない。

広告 social media 判決
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広告１

• Flying can be or become

environmentally sustainable

• KLMの製品や対応策（価格宣伝、

カーボンオフセット、持続可能な航空

燃料など）を購入したり、貢献したり

することで、航空機の利用が気候変動

に与える影響を軽減.

判決

• 商品の環境上の利点のあいまいで一般的な表現
「サステイナブル」という言葉の使用は容認できないも
のではないが、社会的な意味合いを含む環境的利益に関
するこのような曖昧な用語を使用する場合、それが何を
意味するのかを消費者に明確にする必要。そうでなけれ
ば、KLMの製品や活動が環境に与える悪影響がない（あ
るいは少ない）という印象を消費者に与えてしまう恐れ
があり、誤解を招きかねない

• 消費者は持続可能性に関心を持ち、より良い選択をした
いという願望が、特定の製品を買うか買わないかの決定
において、ますます重要な役割を果たすようになってい
る。飛行機に乗るか乗らないか（乗る場合はどのような
条件で）という決定にも当てはまる。

• KLMの環境イニシアティブについてバラ色に描いている。

• 事実に反する不完全な又は誤解を招く情報によって視聴
者の経済行動が混乱することを予見できた。
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広告２ physical advertising

• システマティックな未来づくりに参

加しよう

判決

• スキポール空港の広告塔（当時）に貼ら

れたポスター。

空、水、山を背景に、ブランコに座る子

供が描かれている。

• 広告1と同様、「消費者はKLMとともに

持続可能な未来への道を歩むというメッ

セージが含まれている。広告１と同じ理

由で、この表現は誤解を招く。

• 背景は、「KLMに加盟することで得られ

る環境上のメリットがある」という印象

を強めている。
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広告３ "Fly Responsibly" website

• 幸いなことに、私たちの旅の仕方は一変
した。将来的には、私たちの旅は、これ
までで最大のより持続可能な旅を実現
し、・・

判決

• 広告3の冒頭と末尾は、環境上の利点に関する漠然とし

た一般的な説明で終わっている（「 Fly Responsibly

で、KLMオランダ航空は航空業界をリードし、より持

続可能な未来を実現します。KLMは航空業界のより持

続可能な未来を実現するために率先して行動します」、

「より持続可能な未来のために、KLMに今すぐご参加

ください」）。具体的な環境上の利点と、それが製品

のどの側面に関連するのかが十分に明確でない。

• パリ協定目標の実現は、少なくともKLMとその目標の

実現のみに依存するものではない。広告3は、パリ協定

に沿ったKLM自身の目標の実現が、KLMにとって重要

であることを示唆している。この実現可能性は他者と

の協力を条件としているが、具体的で測定可能な用語

で具体化されていない。消費者がどのように "つなが

り"、それがどのように "より持続可能な未来 "に貢献

するのかは、まったく定義されていない。
12



広告４

• 2050年までにCO2排出量を正味ゼロにすることを目

標とし、その約束を強調する、私たちは、SBTiに基

づき、独自の計画を策定しています。この道筋の一つ

ひとつがCO2排出量の削減をもたらす。車両燃料の削

減、運行安全の支払い、CO2オフセットなど。最も貢

献度の高い化石航空燃料のSAF(Sustainable Aviation

Fuels）である。

• SAFの世界生産量は、リチウムイオン電池産業の全燃

料消費量の0.1％程度にすぎず、現状維持にとどまっ

ている。SAFは少なくとも2～3％の生産能力しかな

い。SAFは通常のパラフィンよりも少なくとも2～3

倍高価。2030年までにSAFの使用量を1,000万

トンにしたいと考えている。

• より小さなカーボンフットプリント、より多くの森

林。10年前、私たちは簡単な方法を提供し、飛行機

から排出されるCO2を個人で分担できるようにした。

判決

• KLMオランダ航空が「CO2排出ゼロ」の達成に計画している
のは、飛行回数を減らすことではなく、悪い影響を減らすこ
とである。航空会社として不利益はない。

• 「重要なマイルストーン」、「有望な解決策」、「持続可能
な未来への大きな一歩」といった用語を用い、機材更新、運
航改善、CO2補償などの対策を挙げた上で、「しかし、 SAF
の貢献が圧倒的に大きい」と述べ、SAFが2050年までに
「CO2排出量正味ゼロ」の目標に大きく貢献することを示唆
している。

• SAFの「持続可能な」という表現は絶対的で具体性に欠け
る。また、SAFは「有望な解決策」であるという記述も、よ
り大きな割合を占めるようになるのは、遠い将来のことであ
り、バラ色のイメージを描きすぎており、誤解を招く。

• CO2補償は、顧客が森林再生に貢献するために支払うことが
できる金額（炭素クレジット）のこと。CO2排出量そのもの
は、森林再生などでは削減されない。この表現は、製品の気
候への影響につい て誤った印象を与え、消費者の意思決定に
影響を与える可能性があり、誤解を招く。

• KLMはSBTiの検証に基づく具体的な主張を行なっていない。

• KLMのオプションは、CO2排出がゼロになったり、飛行によ
る有害な環境側面での影響を基に戻したりできない。
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広告 CO2ZERO サービス

植林プロジェクトへの資金貢献
（カーボンクレジット）

判決

・「CO2ZERO」または「CO2排出量ゼロ」
に関連する方法の印象は正当化されるもの
ではない。当社のCO2ZEROサービスを利
用すれば 飛行が環境に与える影響を軽減
できると、顧客の貢献と影響軽減との間に
関連性があることを示唆している。

・顧客によって引き起こされる CO2 排出に
よる悪影響を完全に消去できない。
森林を増やす制度自体は歓迎されるが、そ
の影響は 不確実。植林プロジェクトによ
る 環境への CO2 排出量削減と顧客のCO2

排出量と直接の関係はない。
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JERA,関西電力、J-Power
広告

CO2が出ない火？
ー ボン発電？ゼロカ

CO2フリ ー水素発電？？

グリーン・ウォッシュ広告と
JAROに申立(2023年）

「
審査状況問合わせ
(2024年5月2日）

火力発電でのCO2を排
―


出しない燃料の混焼
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KLM広告違法判決への識者のコメント

• KLMオランダ航空の “グリーン ”マーケティングは、気候危機を懸念し

ていても、地球に害を与えないと安心して飛行機に乗れるという誤っ

た信頼を作出。裁判官は、国民と政治家を眠りに誘うこの有害な戦略

に終止符を打った。

• パリ協定の気候目標へのコミットメントを公言する企業は、その主張

が実現可能かつ具体的であることを保証しなければなりません。この

判決は、高汚染産業や、そこに到達するための計画を持たずにパリ協

定へのコミットメントのイメージを売ろうとする企業に対する警鐘に

他ならない。

• 裁判所は、代替航空燃料（業界ではSAFと呼ばれる）は、現時点では、

SAFが総燃料消費量（ひいてはCO2排出量削減量）に占める割合は、

さまざまな理由からまだ非常に限られている。より大きな割合を占め

るようになるのは遠い将来のことで、不確実であり、この表現は誤解

を招く。「持続可能」という言葉は、航空排出の有望な解決策として

宣伝するには具体性に欠ける、とした。

• 航空業界の気候変動PR戦略を水泡に帰すもの

気候変動をもたらさないと
安心して、アンモニア混焼
火力発電電気を利用できる
と消費者に誤認させる

1.5℃目標には、2030年
までに排出量を半減させ
ることが必要。2050年ゼ
ロだけでは不十分。
2050年ゼロエミ火力の実
現可能性も具体性もない。
CCSも、90％以上回収・
貯留できない

JERAなどの広告では・・
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識者のコメント２

• KLMオランダ航空は最終的に、この訴訟で争われた宣伝文句を撤回
したので、裁判所は、請求者が求めた命令をさらに出す必要性はな
いと判断した。この判決は、グリーンウォッシュ広告に公的判断だ
けで十分であることを示唆している。裁判所はKLMオランダ航空に
原告らの訴訟費用を支払うよう命じた。

• 航空機を脱炭素化する技術的解決策がすぐに大規模に実現すること
はないため、航空会社が航空機を持続可能な交通手段として宣伝す
ることは、消費者を欺いているに過ぎない。裁判所の判決は、グ
リーンフライトが神話であることを明らかにした。（欧州の航空会
社17社による誤解を招く持続可能性の主張を糾弾するEU全体の規
制当局への提訴BEUCのエネルギー・持続可能性部門責任者である
ディミトリ・ヴェルニュ氏）
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• 2023年8月MG Motorの有料Google広告
“ディーラーを探す –試乗を予約する。 [...] MG HSプラグインハイブリッドで£1,000を節約[...]ゼロ・エミッション”.
消費者がその根拠を理解できるようにするために必要な重要な情報の提供なく、「ゼロ・エミッション」と主張したもの。車種を区別せ
ず、その主張が電気自動車が走行中の排出ガスに限定されていることを明確にしていない（自動車の製造過程や国の送電網を使っ
て充電した排出ガスなど）。プラグインハイブリッド車の広告ににいては、走行中およびバッテリーを電力として使用する場
合にのみ適用されることを明確にすべき。

• 2023 年 7 月 エールフランスの有料の Google 広告
“マンチェスターからバンコクまで [...]エールフランス航空便[...]エールフランス航空は環境保護に尽力し、より良く、持続可能な
旅を約束します。”
この広告は、エールフランス航空が持続可能で環境に優しい航空旅行方法を提供していることを意味すると消費者に理解
されるだろう。そのため、エールフランス航空がいかに環境を保護し、航空を持続可能なものにしているかを示す高いレベ
ルの実証によって裏付けられなければならない。航空は気候変動に大きく寄与。現在、このような絶対的なグリーンの主張
を適切に実証するイニシアチブや商業的に実行可能な技術は運用されていない。

• 2023年7月 ルフトハンザの有料Google広告
“ルフトハンザで今すぐ飛ぶ [...]ルフトハンザで直接航空券を予約して、世界中の目的地を探索してください[...]よりサステナブ
ルなフライトを”
この広告で消費者は、他の航空会社よりも環境への影響が少ない空の旅の方法を提供していると理解するだろう。
グリーン運賃オプションでのフライトは、そのフライトの燃料ミックスの一部として「持続可能な航空燃料」を使用し、
気候保護プロジェクトに貢献し、これによりルフトハンザでのフライトによる環境への悪影響の一部が減少する可能

性があることが指摘されているが、「より持続可能な方法で飛行する」という主張の根拠は明らかにされていない。
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• 2023年7月 エティハド航空の有料Google広告
“エティハド航空 –今すぐフライトを予約してください [...]フライト予約で大きな割引、オファー、お得な情報をお楽しみくだ
さい。エティハド航空で自信を持って安心して世界を旅しましょう。環境アドボカシー。受賞歴のあるサービス”

エティハド航空が消費者に「Total Peace Of Mind（安心）」で世界を探検させるという主張は、「Environmental Advocacy（環境擁

護）」というフレーズとともに、エティハド航空が環境保護に積極的に取り組んでおり、その結果、消費者は環境影響に関して「Total

Peace Of Mind（安心）」でサービスを利用できるという意味であると消費者に理解されるであろう。そのため、エティハド航空が
サービスを利用することによる環境への影響について、消費者にどのような安心感を提供しているかを示す高いレベルの証拠が
あることが必要。エティハド航空は、消費者に飛行機を利用する際の “総合的な安心 ”を提供し、“環境擁護 ”に取り組んで
いるというような、絶対的なグリーン・クレームを適切に立証するような取り組みや商業的に実行可能な技術は、現在
のところ存在しない。

• 2023年7月 衣料品小売業者のチャールズ・ティルウィットの有料Facebook広告
“[...]私たちはカーボンニュートラルな企業であることを誇りに思っています。”

条件の付されていない主張は、重要な情報が省略されている場合、誤解を招く可能性がある。広告主様は
無条件のカーボンニュートラルな主張の使用を避け、そのような主張の根拠を説明する消費者向けの情報
を省略してはならない。カーボンニュートラルが達成される根拠を消費者が理解できるように、請求が炭
素排出量の積極的な削減に基づいているのか、それともオフセットに基づいているのか(およびどの程度の
程度)に関する正確な情報を含める必要がある。
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2024年4月
英国FCA（Financial Conduct Authority）
反グリーンウォシュ規則のガイダンスを改定

✓ 正確に、立証可能であること

✓ 明瞭に、理解できるように説明

✓ 完全に—重要な情報を削除したり隠ぺ
いせず、製品やサービスのライフサイ
クル全体を考えて

✓ 他の製品やサービスとの比較は公正か
つ有意義に
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既に新指令は実施段階に 日本も急ぐべき

• KLM“Fly Responsibly” “CO2ZERO”広告のAMS地裁判決は、
・改正前不公正取引指令とガイダンスのもとで、改正指令の内容を確認、
・環境主張は虚偽の情報を伴ってはならず、消費者に誤解を与えないよう、明確、
具体的、正確かつ明白な方法で表示。証拠によって立証し、消費者・当局に提
示しなければならないことを確認、根拠なくバラ色に描いてはいけなと警告し、

・消費者が持続可能性に関心を持ち、より良い選択をしたいと考え、商品選択し
ようとしていることを認め、

・「持続可能性への貢献」はあいまいで、環境的利益にどう貢献するのか示され
ておらず、環境への悪影響がないと誤解させるものであり、

・“CO2 ZERO”‟CO2補償“は事実に反する主張などを確認したもの。

• 近時のASAの決定は、自動車会社の「ゼロ・エミッション」広告、飛行機会社の「持続可能
な旅行」広告、衣料品会社の「カーボンニュートラルな企業」広告で、ライフサイクル全体
での排出を誤認させる広告を禁じたもの。

• 新指令は公正競争の実施による持続可能な経済社会をすみずみまで浸透させることにある。
今回の判決は、既にその準備ができていることを示した。

• 日本でも求められることは同じであり、景表法、環境表示ガイドラインなどが活用されるべ
き。
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